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第１ 事業者選定の経緯等 

１ 事業者選定の経緯 

事業者選定までの主な経緯は、以下のとおりである。 

 

・実施方針・要求水準書（案）の公表 令和４年 ５月 13 日 

・特定事業の選定、公表 令和４年 ７月 26 日 

・募集要項等の公表 令和４年 ８月 １日 

・募集要項等に関する説明会・現地説明会の開催 令和４年 ８月 ８日 

・資格審査に関する書類の受付締切 令和４年 10 月 21 日 

・提案審査に関する書類の受付締切 令和４年 11 月 25 日 

・最優秀提案の決定（ヒアリング・提案価格提案書の審査） 令和５年 １月 24 日 

   25 日 

・優先交渉権者の公表 令和５年 １月 26 日 

 

２ 事業者選定方式 

本事業を実施する事業者には、施設を整備し、その後の維持管理業務を通じて、

効率的かつ効果的に、併せて安定的かつ継続的なサービスの提供を求めるもので

あり、事業者の幅広い能力及び経営ノウハウ等を総合的に評価して選定すること

が必要であった。 

そこで、事業者の選定に当たっては、中城村（以下「本村」という。）の要求す

るサービス水準との適合性並びに維持管理業務における遂行能力や事業計画の妥

当性、更に資金調達計画の確実性やリスク負担能力等を総合的に評価し、優先交

渉権者を決定する公募型プロポーザル方式による総合評価を採用した。 

 

３ 事業者の選定方法及び手順 

事業者の選定は、応募者の資格審査の有無を審査する「資格審査」と、応募者

の提案内容を審査する「提案審査」の２段階に分けて実施した。 

資格審査では、応募者の資格要件について、本村が審査を行った。なお、資格

審査の結果は、審査の対象となる応募者の資格要件のみを審査し、提案審査にお

ける評価には反映させないこととした。 

提案審査では、各業務に関する具体的な提案内容の加点項目審査を行い、性能

評価点を算定して、提案価格から算定した価格評価点と合わせた総合評価により

最優秀提案の選定を行った。 

加点項目審査については、応募者名（グループ名、代表企業名、構成企業名及

び協力企業名）を一切伏せて行った。 
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審査手順は、次のとおりとした。 

 

 

 

（事業者選定基準より抜粋） 

 

 

 

(1) 資格審査 

 

審査開始 

資格等が本村の要求を満たしていないと評価された者

は、応募することはできない。 

資格等が本村の要求を 

満たしている    

(2) 提案審査 

本村は提案書に記載される基礎審査項目が充足されてい

るかを確認する。基礎審査項目が充足されていない提案に

ついては、失格とし、加点項目審査の評価対象としない。 

基礎項目審査 

要求水準を充足している 

加点項目審査の過程において、要求水準を充足していな

いことが判明した場合には失格とする。 

加点項目審査（最大 600 点） 

予算規模を超過する提案については、失格とする。 

   

 
予算規模の範囲内である 

価格評価点の算定（最大 400 点） 

    

    

    

失格 

   
失格 

総合評価点の算定 

最優秀提案の選定 

優先交渉権者の決定 

失格 
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第２ 事業者選定の体制等 

１ 事業者選定の体制 

優先交渉権者の選定に当たり、村職員と学識経験者等で構成する「中城村立小

学校整備事業に係る事業者選定審査委員会」（以下「委員会」という。）を設置し、

応募者から提出された提案書の審査及び評価を行ない、最優秀提案を選定した。

委員会の答申を受けて、本村は優先交渉権者を決定した。 

 

２ 委員会 

委員会の構成は、以下のとおりである。 

（敬称略） 

役職 氏名 所属 

委員長 堤 純一郎 琉球大学名誉教授 

副委員長 比嘉 忠典 中城村副村長 

委 員 伊庭 良知 一般社団法人国土政策研究会理事 

委 員 比嘉 良治 中城村教育長 

委 員 比嘉 健治 中城村企画課長 

委 員 仲村 盛和 中城村都市建設課長 

委 員 金城 勉 中城村まちづくり推進課長 

委 員 比嘉 昌子 中城村こども課長 

 

委員会の開催概要は、以下のとおりである。 

 

 開催日時 協議事項 

第１回 令和４年７月６日 ・審査方法について 

・事業者選定基準(案) 

第２回 令和４年 11 月８日 ・提案書の審査の流れ 

第３回 令和４年 12 月 22 日 ・事前質問事項について 

・仮評価について 

・プレゼンテーション及びヒアリングの進め方 

第４回 令和５年１月 24 日 

 25 日 

・プレゼンテーション及びヒアリング 

・最終審査（最優秀提案の選定） 

・審査講評の検討 
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第３ 審査結果 

１ 資格審査 

資格審査に関する書類を提出した６グループについて、本村において募集要項

等に記載した参加資格要件に関する審査を行った。審査に際しては、応募者の名

称を伏せて、「赤グループ」、「青グループ」、「緑グループ」、「紫グループ」、「白グ

ループ」、「黒グループ」とした。その結果の報告を受けて、すべての書類提出者

が参加資格要件を充足していることを確認した。 

 

２ 提案審査 

(1) 基礎項目審査 

応募者の提案内容について、村において事業者選定基準の「別紙１ 基礎項目

審査の評価基準」に掲げる基礎審査項目に関する審査を行った。その結果の報告

を受けて、すべての提案が基礎審査項目を充足していることを確認した。 

 

(2) 加点項目審査 

① 審査方法 

基礎項目審査において適格とみなされた提案について、委員会において性能

評価として加点項目に関する審査を行った。加点項目審査は、以下に示す加点

審査項目について採点基準に応じて得点（加点）を付与した。 

 

【加点審査項目】 

加点審査項目 配点 備考 

１ 事業計画全般に関する事項 70 配点の割合：600 点の 11.67％ 

２ 設計業務に関する事項 240    〃     40.00％ 

３ 建設･工事監理業務に関する事項 90    〃     15.00％ 

４ 維持管理業務に関する事項 110    〃     18.33％ 

５ 応募者独自の提案に関する事項 90    〃     15.00％ 

合 計 600  

 

【加点基準】 

評価 評価内容 採点基準 

A 特に秀でて優れている 配点×1.00 

B 特に優れている 配点×0.75 

C 優れている 配点×0.50 

D やや優れている 配点×0.25 

E 優れている点はない（要求水準と同程度） 配点×0.00 
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② 加点項目審査（性能評価点）の算定結果 

前項の審査方法に基づく加点項目審査（性能評価点）の算定結果を以下に示

す。 

 

加点審査項目 
配
点 

加点項目審査の算定結果 

赤 青 緑 紫 白 黒 

１事業計画
全般に関
する事項 

本事業への基本的な考え方 30 20.6 16.9 17.8 18.8 5.6 13.1 

資金・収支計画 10 6.6 5.6 5.6 5.6 0.6 5.0 

リスク管理及び事業継続の方策 30 19.7 15.9 17.8 15.9 11.3 14.1 

小 計 70  46.9 38.4 41.2 40.3 17.5 32.2 

２設計業務
に関する
事項 

配置計画 30 21.6 15.9 22.5 20.6 6.6 16.9 

施設計画 30 21.6 13.1 20.6 18.8 5.6 14.1 

外構計画 30 21.6 16.9 17.8 18.8 4.7 17.8 

外観、仕上計画、ユニバーサル
デザイン、サイン計画 

30 22.5 15.0 21.6 15.9 11.3 16.9 

什器備品、遊具等 30 18.8 15.0 16.9 15.0 6.6 14.1 

構造計画 20 12.5 8.8 13.1 11.9 6.9 12.5 

設備計画 40 26.3 23.8 25.0 20.0 13.8 21.3 

防災計画、安全計画 30 15.9 15.9 16.9 14.1 10.3 15.9 

小 計 240 160.8 124.4 154.4 135.1 65.8 129.5 

３建設・工
事監理業
務に関す
る事項 

スケジュール（工事工程） 30 22.5 11.3 16.9 15.9 8.4 15.9 

建設工事業務、解体撤去業務に
係る事項 

30 20.6 10.3 18.8 18.8 10.3 13.1 

工事監理業務全般に係る事項 30 19.7 14.1 17.8 15.9 10.3 15.9 

小 計 90  62.8 35.7 53.5 50.6 29.0 44.9 

４維持管理
業務に関
する事項 

建築物保守管理業務、建築設備
保守管理業務に係る事項 

40 21.3 21.3 25.0 21.3 6.3 18.8 

環境衛生・清掃業務、保安警備
業務に係る事項 

40 23.8 23.8 25.0 21.3 3.8 18.8 

修繕業務に係る事項 30 15.0 15.0 17.8 16.9 11.3 14.1 

小 計 110 60.1 60.1 67.8 59.5 21.4 51.7 

５応募者独
自の提案
に関する
事項 

地域経済への配慮 60 37.5 35.6 43.1 35.6 18.8 35.6 

事業者独自のノウハウやアイディア 30 17.8 13.1 17.8 16.9 4.7 14.1 

小 計 90 55.3 48.7 60.9 52.5 23.5 49.7 

合 計 600 385.9 307.3 377.8 338.0 157.2 308.0 

※ 事業者選定基準に基づき、性能評価点は小数点以下第２位を四捨五入した。 

  



 

6 

(3) 価格評価点の算定結果 

価格評価点については、見積書に記載された提案価格で行うものとし、提案価

格に対して、次式により価格評価点を算定した。 

価格評価点の計算に当たっては、小数点以下第２位を四捨五入し、価格評価点

の上限を 400 点とした。 

なお、提案上限価格は、6,121,536 千円（消費税及び地方消費税を除く。）とし、

提案上限価格を超える場合は失格とした。 

評価の結果、いずれの応募者の提案価格も提案上限価格内であることを確認し

た。価格評価点の算定結果を以下に示す。 

 

【 算 定 式 】 

価格評価点＝400 － 6400 × （提案価格 ／提案上限価格 － 0.75）2 

 

項目 
価格評価点の算定結果 

赤 青 緑 紫 白 黒 

提案価格＊ 5,113,974  5,773,541  5,651,678  5,659,032  5,149,947  5,847,528  

価格評価点 353.3  161.2  207.9  205.2  346.7  130.4  
＊ 提案価格の単位は千円、消費税及び地方消費税相当額を除く。 

 

 

(4) 総合評価 

委員会において性能評価点を決定した後、各提案の性能評価点と提案価格から

算定した価格評価点を合計した値を総合評価点とし、総合評価点が最大となった

提案を最優秀提案として選定した。 

 

 総合評価点＝性能評価点（加点項目審査：最大 600 点）＋価格評価点（最大 400 点） 

 

 

 配点 
各グループの得点 

赤 青 緑 紫 白 黒 

性能評価点 600 385.9 307.3 377.8 338.0 157.2 308.0 

価格評価点 400 353.3 161.2 207.9 205.2 346.7 130.4 

総合評価点 1,000 739.2 468.5 585.7 543.2 503.9 438.4 

順位 １ ５ ２ ３ ４ ６ 
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(5) 本村への答申 

委員会は、以上のような審査の結果、赤グループを最優秀提案として選定し、

答申を行った。 

 

３ 優先交渉権者の決定 

本村は、委員会からの答申を受けて、金秀建設株式会社を代表企業とする赤グ

ループを優先交渉権者として決定した。 

 

優先交渉権者 

 

種別 

赤グループ 金秀建設株式会社 代表企業 

株式会社九電工 沖縄支店 構成企業 

株式会社国際ビル産業 構成企業 

株式会社山下設計 九州支社 協力企業 

 

４ 本村の財政負担の削減効果の見込み 

優先交渉権者の提案価格に基づき、本事業をＰＦＩ事業として実施する場合の

本村の財政負担見込額を算定した。その結果、現在価値換算額により比較すると、

次表に示すとおり、本村が自ら実施する場合と比較して約882百万円（約16.1％）

の財政負担額の削減が見込まれることとなった。 

 

区 分 本村が自ら実施する場合 ＰＦＩ事業として実施する場合 

財政負担見込額 

（現在価値） 
5,487 百万円 4,605 百万円 

指数 100.0 83.9 

※金額については、百万円未満を四捨五入している。 


